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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体デバイスの作製方法であって、
　当該方法は：
　上に誘電層を有する基板を供する提供工程；及び
　プラズマが存在しない状態で前記誘電層上にアルミニウムがドープされた金属炭窒化物
ゲート電極を作製する作製工程；
　を有し、
　前記作製工程は：
　　タンタル及び/又はチタンを含む金属炭窒化物前駆体の気体パルスへ前記基板を曝露
することにより金属炭窒化物膜を堆積する堆積工程；
　　アルミニウム前駆体の気体パルスへ前記基板を曝露することにより前記金属炭窒化物
上に前記アルミニウム前駆体の原子層を吸着させる吸着工程であって、前記堆積工程及び
吸着工程中、前記基板は、前記金属炭窒化物前駆体の熱分解温度よりも高く、かつ前記ア
ルミニウム前駆体の熱分解温度よりも低い温度に維持される、吸着工程；
　　前記堆積工程及び前記吸着工程を少なくとも1回繰り返す繰り返し工程；
　により行われる、
　方法。
【請求項２】
　前記堆積工程と前記吸着工程が時間的な重なりを有していない、請求項1に記載の方法
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。
【請求項３】
　前記堆積工程が、追加の窒素気体源を有する気体パルスに前記基板を曝露することなく
実行される、請求項1に記載の方法。
【請求項４】
　前記堆積工程の前に前記誘電層上に第1の追加金属炭窒化物膜を堆積する第1追加堆積工
程及び前記アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極上に第2の追加金属炭窒
化物膜を堆積する第2追加堆積工程をさらに有する請求項3に記載の方法であって、
　前記第1追加堆積工程及び/又は前記第2追加堆積工程は、タンタル、チタン、又は上記
の混合物を有する追加の金属炭窒化物前駆体、及び、NH3、NH(CH3)2、N2H4、又はN2H3CH3
を有する追加の窒素気体源の気体パルスに、前記基板を曝露する工程を有する、
　方法。
【請求項５】
　前記堆積工程が、前記金属炭窒化物前駆体の気体パルスと少なくとも部分的な時間的重
なりを有する、追加の窒素気体源を含む気体パルスに、前記基板を曝露する工程をさらに
有する、請求項1に記載の方法。
【請求項６】
　前記追加の窒素気体源を含む気体パルスが、NH3、NH(CH3)2、N2H4、又はN2H3CH3を有す
る、請求項5に記載の方法。
【請求項７】
　前記作製工程が、前記追加の窒素気体源の第2気体パルスに前記基板を曝露する工程を
さらに有し、
　前記追加の窒素気体源の第2気体パルスは、前記金属炭窒化物前駆体の気体パルス又は
前記アルミニウム前駆体の気体パルスとは時間的な重なりを有していない、
　請求項5に記載の方法。
【請求項８】
　前記堆積工程が、前記金属炭窒化物前駆体の気体パルス又は前記アルミニウム前駆体の
気体パルスとは時間的な重なりを有していない前記金属炭窒化物前駆体の追加気体パルス
に前記基板を曝露する工程をさらに有する、請求項5に記載の方法。
【請求項９】
　前記アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極上に追加の金属炭窒化物膜を
堆積する工程をさらに有する請求項5に記載の方法であって、
　前記の追加の金属炭窒化物膜を堆積する工程は、タンタル、チタン、又はタンタルとチ
タンの混合物を有する追加の金属炭窒化物前駆体と追加の窒素気体源に前記基板を曝露す
る工程を有する、
　方法。
【請求項１０】
　前記金属炭窒化物前駆体が、Ta-N分子内結合を有するタンタル炭窒化物前駆体を有する
、請求項1に記載の方法。
【請求項１１】
　前記タンタル炭窒化物前駆体が、Ta(NMe2)3(NCMe2Et)(TAIMATA)、Ta(NEt2)5(PDEAT)、T
a(NMe2)5(PDMAT)、Ta(NEtMe)5(PEMAT)、(tBuN)Ta(NMe2)3(TBTDMT)、(tBuN)Ta(NEt2)3(TBT
DET)、(tBuN)Ta(NEtMe)3(TBTEMT)、及び(iPrN)Ta(NEt2)3(IPTDET)を有する、請求項10に
記載の方法。
【請求項１２】
　前記金属炭窒化物前駆体が、Ti-N分子内結合を有するチタン炭窒化物前駆体を有する、
請求項1に記載の方法。
【請求項１３】
　前記チタン炭窒化物前駆体が、Ti(NEt2)4(TDEAT)、Ti(NMeEt)4(TEMAT)、又はTi(NMe2)4
(TDMAT)を有する、請求項12に記載の方法。
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【請求項１４】
　前記アルミニウム前駆体が、AlMe3、AlEt3、AIMe2H、[Al(OsBu)3]4、　Al(CH3COCHCOCH

3)3、AlCl3、AlBr3、AlI3、Al(OiPr)3、[Al(NMe2)3]2、Al(iBu)2Cl、Al(ZBu)3、　Al(iBu
)2H、AlEt2Cl、Et3Al2(OsBu)3、Al(THD)3、H3AlNMe3、H3AlNEt3、H3AlNMe2Et、又はH3AlM
eEt2を有する、請求項1に記載の方法。
【請求項１５】
　前記アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極が、5～50原子%のアルミニウ
ムを有する、請求項1に記載の方法。
【請求項１６】
　半導体デバイスの作製方法であって、
　当該方法は：
　上にhigh-k膜を有する基板を供する提供工程；及び
　プラズマが存在しない状態で前記high-k膜上にアルミニウムがドープされた金属炭窒化
物ゲート電極を作製する作製工程；
　を有し、
　前記作製工程は：
　　Ta-N分子内結合を有するタンタル炭窒化物前駆体又はTi-N分子内結合を有するチタン
炭窒化物前駆体を有する金属炭窒化物前駆体の気体パルスへ前記基板を曝露し、かつ前記
金属炭窒化物前駆体の気体パルスとは少なくとも部分的な時間的重なりを有する追加の窒
素気体源を有する気体パルスへ前記基板を曝露することにより金属炭窒化物膜を堆積する
堆積工程；
　　アルミニウム前駆体の気体パルスを前記基板へ曝露することにより前記金属炭窒化物
上に前記アルミニウム前駆体の原子層を吸着させる吸着工程であって、前記堆積工程と吸
着工程とは時間的な重なりを有さず、前記堆積工程及び吸着工程中、前記基板は、前記金
属炭窒化物前駆体の熱分解温度よりも高く、かつ前記アルミニウム前駆体の熱分解温度よ
りも低い温度に維持される、吸着工程；並びに、
　　前記堆積工程及び前記吸着工程を少なくとも1回繰り返す繰り返し工程；
　を有する、
　方法。
【請求項１７】
　前記追加の窒素気体源を含む気体パルスが、NH3、NH(CH3)2、N2H4、又はN2H3CH3を有す
る、請求項16に記載の方法。
【請求項１８】
　前記タンタル炭窒化物前駆体が、Ta(NMe2)3(NCMe2Et)(TAIMATA)、Ta(NEt2)5(PDEAT)、T
a(NMe2)5(PDMAT)、Ta(NEtMe)5(PEMAT)、(tBuN)Ta(NMe2)3(TBTDMT)、(tBuN)Ta(NEt2)3(TBT
DET)、(tBuN)Ta(NEtMe)3(TBTEMT)、及び(iPrN)Ta(NEt2)3(IPTDET)を有し、
　前記アルミニウム前駆体が、AlMe3、AlEt3、AIMe2H、[Al(OsBu)3]4、　Al(CH3COCHCOCH

3)3、AlCl3、AlBr3、AlI3、Al(OiPr)3、[Al(NMe2)3]2、Al(iBu)2Cl、Al(ZBu)3、　Al(iBu
)2H、AlEt2Cl、Et3Al2(OsBu)3、Al(THD)3、H3AlNMe3、H3AlNEt3、H3AlNMe2Et、又はH3AlM
eEt2を有する、
　請求項16に記載の方法。
【請求項１９】
　前記アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極が、5～50原子%のアルミニウ
ムを有する、請求項16に記載の方法。
【請求項２０】
　半導体デバイスの作製方法であって、
　当該方法は：
　上にhigh-k膜を有する基板を供する提供工程；及び
　プラズマが存在しない状態で前記high-k膜上にアルミニウムがドープされた金属炭窒化
物ゲート電極を作製する作製工程；
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　を有し、
　前記作製工程は：
　　(tBuN)Ta(NEtMe)3(TBTEMT)前駆体の気体パルスへ前記基板を曝露することによりタン
タル炭窒化物膜を堆積する堆積工程；
　　AlMe3前駆体の気体パルスを前記基板へ曝露することにより前記金属炭窒化物上に前
記アルミニウム前駆体の原子層を吸着させる吸着工程であって、前記堆積工程及び吸着工
程中、前記基板は、前記(tBuN)Ta(NEtMe)3(TBTEMT)前駆体の熱分解温度よりも高く、かつ
前記AlMe3前駆体の熱分解温度よりも低い温度に維持される、吸着工程；並びに、
　　前記堆積工程及び前記吸着工程を少なくとも1回繰り返す繰り返し工程；
　を有し、
　前記アルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物ゲート電極は5～50%原子%のアルミ
ニウムを有する、
　方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の技術分野は概して、半導体デバイスの作製方法の分野に関する。より詳細には
本発明の技術分野は、アルミニウム濃度が調節可能な、アルミニウムがドープされた金属
炭窒化物ゲート電極の作製方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体産業において、マイクロエレクトロニクスデバイスの特徴部分の最小サイズは、
高速かつ低消費電力のマイクロプロセッサ及びデジタル回路の要求を満たすため、ディー
プサブミクロン領域に接近している。Siベースのマイクロエレクトロニクス技術は現在、
集積回路デバイスのさらなる小型化を実現するため、重大な材料の課題に直面している。
数十年にわたって半導体産業へ供されてきたSiO2ゲート誘電層と縮退ドープされた多結晶
Siゲート電極を有するゲート積層体は、より大きなキャパシタンスを有するゲート積層体
にとって代わられる。
【０００３】
　High-k材料として知られている高キャパシタンス材料（ここで”k”とはその材料の誘
電率を表す）は、SiO2の誘電率(k～3.9)よりも大きな誘電率を有することを特徴とする。
それに加えて、high-k材料は、基板表面上で成長する金属シリケート又は酸化物（たとえ
ばSiO2、SiOxNy）ではなく、基板上に堆積される金属シリケート又は酸化物（たとえばHf
O2、ZrO2）のような誘電材料を指称する。
【０００４】
　ゲート電極層に加えて、ゲート電極はまた、マイクロエレクトロニクスデバイスの将来
のスケール則の重大な課題をも表す。金属含有ゲート電極を導入することで従来のドープ
されたpoly-Siゲート電極を置き換えることは、複数の利点をもたらすことができる。こ
れらの利点には、poly-Siゲート劣化効果の排除、シート抵抗の減少、良好な信頼性、及
び先端のhigh-k誘電材料上での良好な熱安定性を示す可能性が含まれる。一例では、poly
-Siから金属含有ゲート電極への切り換えは、ゲート積層体の実効厚さすなわち電気的厚
さを2-3Å改善することができる。このような改善が実現される主な理由は、他の材料と
の界面でのpoly-Siの問題が全面的に除去されるためである。
【０００５】
　仕事関数、抵抗率、及び相補的金属－酸化物－半導体(CMOS)技術との適合性は、新しい
ゲート電極材料にとって重要なパラメータである。正チャネルの金属－酸化物－半導体(P
MOS)及び負チャネルの金属－酸化物－半導体(NMOS)は、許容可能な閾値電圧を実現するの
にそれぞれ異なるゲート材料を必要とする。前者はシリコンの価電子帯(E～4eV)付近のフ
ェルミ準位を有し、後者はシリコンの伝導帯(E～5.1eV)付近のフェルミ準位を有する。
【０００６】
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　ゲート電極の仕事関数を制御する従来技術には、特定の仕事関数を有する金属を選ぶバ
ンド端金属法(band-edge　metal　approach)が含まれる。P型の金属(Re,Co,Ni,Ru,Pt等)
は約5eVよりも大きな仕事関数を有し、N型の金属(Ta,Hf,Y,Ir等)は約4.5eVよりも小さな
仕事関数を有する。しかしゲート積層体の実効仕事関数はさらに、バルク及び表面の材料
特性、結晶方位、並びに、ゲート電極と界面をなすhigh-k膜の誘電率に依存する。特に、
後処理－たとえば高温アニーリング－中での層界面での各異なる材料の相互作用及びゲー
ト積層体を介した化学種の拡散は、半導体デバイスの仕事関数及び他の特性に影響を及ぼ
すことが考えられる。
【０００７】
　近年、ゲート電極金属及び誘電体の閾値電圧調節層が、ゲート積層体の仕事関数の制御
、並びに、作製された半導体デバイスにおけるNMOS及びPMOSトランジスタ所望の閾値電圧
の取得に利用されてきた。典型的な閾値電圧調節層は、NMOSデバイス用であるランタン酸
化物(La2O3)及びPMOSデバイス用であるアルミニウム酸化物(Al2O3)を有する。誘電閾値電
圧調節層は一般的に、high-kゲート誘電体の上方でかつゲート電極に接した状態で設けら
れてきた。高温処理中、誘電閾値電圧調節層中の元素は概してhigh-kゲート誘電体を介し
て、high-kゲート誘電体と基板との間に位置する界面層（たとえば高移動度で低欠陥のSi
O2層）へ向かって拡散することで、high-kゲート誘電体と下に存在する界面層の海面付近
での閾値電圧を調節する。しかし誘電閾値電圧調節層の（複数の）元素は、high-kゲート
誘電体を介して十分に拡散しないので、半導体デバイスの閾値電圧を所望の値に十分に調
節することができない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】米国特許出願第11/839410号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　よって上述した問題の観点において、金属含有ゲート電極をゲート積層体へ集積する新
たな方法が必要である。具体的には、仕事関数を調節することが可能な金属含有ゲート電
極の作製を可能にする方法が必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の実施例は、アルミニウム濃度が調節可能な、アルミニウムがドープされた金属
（タンタル又はチタン）炭窒化物ゲート電極の作製方法を供する。本発明の実施例による
と、タンタル炭窒化物(TaCN)又はチタン炭窒化物(TiCN)が、プラズマの存在しない状態で
化学気相成長(CVD)法によって堆積され、かつ仕事関数と閾値電圧(Vt)を調節するように
アルミニウムがドープされる。
【００１１】
　一の実施例によると、当該方法は、上に誘電層を有する基板を供する工程、及びプラズ
マが存在しない状態で前記誘電層上に前記ゲート電極を作製する工程を有する。前記ゲー
ト電極は、タンタル、チタン、及びタンタルとチタンの混合物を含む金属炭窒化物前駆体
の気体パルスを前記基板へ曝露することにより金属炭窒化物を堆積する堆積工程によって
作製される。当該方法はさらに、アルミニウム前駆体の気体パルスを前記基板へ曝露する
ことにより前記金属炭窒化物上に前記アルミニウム前駆体の原子層を吸着させる吸着工程
を有する。前記堆積工程及び吸着工程中、前記基板は、前記金属炭窒化物前駆体の熱分解
温度よりも高く、かつ前記アルミニウム前駆体の熱分解温度よりも低い温度に維持される
。前記堆積工程及び前記吸着工程は、前記アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲー
ト電極が所望の厚さを有するまで、必要な回数だけ繰り返されて良い。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
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【図１】A-Cは、本発明の実施例によるアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート
電極を含むゲート積層体の作製方法の概略的断面図を示す。
【図２】A-Dは、本発明の実施例による、処理チャンバ内において基板上にアルミニウム
がドープされたタンタル炭窒化物膜を堆積するための概略的な気体のフローチャートであ
る。
【図３】A-Dは、本発明の実施例によるアルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物ゲ
ート電極を含むゲート積層体の概略的断面図を示す。
【図４】は、TBTEMTを用いて基板上に堆積されたタンタル炭窒化物膜の実験データを示し
ている。
【図５】は、アルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜のアルミニウム濃度の実験
データを、基板温度の関数として示している。
【図６】アルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜のアルミニウム濃度の実験デー
タを、TMAパルスの合計数の関数として示している。
【図７】タンタル炭窒化物とアルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜の組成を、
プロセス条件の関数として示している。
【図８】本発明の実施例による、アルミニウムがドープされた金属炭窒化物膜を作製する
処理システムの概略図を示している。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明は、添付図面の図による限定ではない例示によって記載される。
【００１４】
　アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極及び該ゲート電極を有するゲート
積層体の形成については様々な実施例において開示されている。アルミニウムがドープさ
れた金属炭窒化物ゲート電極は、アルミニウム(Al)、炭素(C)、窒素(N)、並びに、タンタ
ル(Ta)及び/又はチタン(Ti)を有する。アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート
電極は、膜堆積プロセス及び/又は該膜堆積プロセス後の大気中での基板搬送に起因する
と考えられる不純物－たとえば酸素(O)、塩素(Cl)、及び水素(H)－をさらに含んで良い。
一部の例では、アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極は、1～50原子%のC
と1～50原子%のNの混合物を含んで良い。一部の実施例では、アルミニウムがドープされ
た金属炭窒化物ゲート電極は、少なくとも5原子%（実施例によっては少なくとも10,15,20
,25,30,35,40,45又は少なくとも50原子%）のアルミニウムを有する。一の実施例によると
、アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極は、5～50原子%のアルミニウムを
有して良い。これにより、0.1電子ボルト(eV)の数倍にわたってアルミニウムがドープさ
れた金属炭窒化物ゲート電極の仕事関数を変化させることが可能となる。
【００１５】
　当業者は、様々な実施例が、1つ以上の具体的な詳細が与えられなくても、又は、他の
置換物及び/又は追加の方法、材料、若しくは成分を備えても実施可能であることを理解
する。他の場合では、周知の構造、材料、又は動作については、本発明の様々な実施例の
態様が曖昧になるのを回避するために詳述していない。同様に説明目的で、本発明を完全
に理解してもらうために、具体的数値、材料、及び構成が記載されている。とはいえ本発
明は、具体的詳細が与えられなくても実施可能である。さらに、図示された様々な実施例
は、図による例示であり、必ずしも正しい縮尺ではないことに留意して欲しい。
【００１６】
　様々な動作が、多数の独立した動作として、本発明を理解する上で最も助けになるよう
順に記載される。しかし記載順序は、これらの動作が必ず順序に依存するように解されて
はならない。具体的には、これらの動作は、提示順に実行される必要はない。記載された
動作は、記載された実施例とは異なる順序で実行されて良い。追加の実施例において、様
々な追加の動作が実行されて良いし、かつ/あるいは、記載された動作が省略されても良
い。
【００１７】
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　図1A-1Cは、本発明の実施例によるアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電
極を含むゲート積層体の作製方法の概略的断面図を示す。図1Aは、上に形成されたhigh-k
膜102を有する基板100を概略的に図示している。基板100は、如何なるサイズ－たとえば2
00mm基板、300mm基板、又はさらに大きなサイズの基板－であって良い。一の実施例によ
ると、基板100はSi－たとえば結晶性Si、多結晶Si、又はアモルファスSi－を含んで良い
。一例では、基板100は引っ張り歪みを有するSi層であって良い。他の実施例によると、
基板100はGe又はSixGe1-x化合物を有して良い。ここで、xはSiの原子比、1-xはGeの原子
比で、かつ0<1-x<1である。典型的なSixGe1-x化合物には、Si0.1Ge0.9、Si0.2Ge0.8、Si0
.3Ge0.7、Si0.4Ge0.6、Si0.5Ge0.5、Si0.6Ge0.4、Si0.7Ge0.3、Si0.8Ge0.2、及びSi0.9Ge

0.1が含まれる。一例では、基板100は、圧縮歪みを有するGe層、又は、緩和したSi0.5Ge0
.5バッファ層上に堆積された引っ張り歪みを有するSixGe1-x(x>0.5)であって良い。図示
されてはいないが、図1Aの構造は、基板100とhigh-k膜102との間に界面層をさらに有して
良い。界面層はたとえば、約5～15Å－たとえば約8Å－の厚さを有するシリコン酸窒化物
(SiON)又は高移動度で低欠陥のSiO2を有して良い。
【００１８】
　High-k膜102はたとえばハフニウム及び/又はジルコニウムを有して良い。ハフニウム及
び/又はジルコニウムは、酸化ハフニウム(HfO2)、ハフニウム酸窒化物(HfSiON)、酸化ジ
ルコニウム(ZrO2)、ジルコニウム酸窒化物(ZrON)、ジルコニウムシリケート(ZrSiO)、ジ
ルコニウムシリコン酸窒化物(ZrSiON)、ハフニウムジルコニウム酸化物(HfZrO2)、ハフニ
ウムジルコニウム酸窒化物(HfZrON)、ハフニウムジルコニウムシリケート(HfZrSiO)、ハ
フニウムジルコニウムシリコン酸窒化物(HfZrSiON)、又はこれらの混合物を有して良い。
しかし他のhigh-k誘電材料も考えられるし、かつ用いられても良い。
【００１９】
　図1Bは、high-k膜102上に形成されたアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート
電極108aを概略的に図示している。アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極
108aは、high-k膜102上に形成された金属炭窒化物膜104a、及び、該金属炭窒化物膜104a
上で吸着したアルミニウム前駆体の原子層106aを有する。金属炭窒化物膜104aは、プラズ
マが存在しない状態で、high-k膜102上で熱分解する金属炭窒化物前駆体に、high-k膜を
曝露することによって、堆積されて良い。前記金属炭窒化物前駆体への曝露に続いて、金
属炭窒化物膜104aは、プラズマの存在しない状態でアルミニウム前駆体に曝露されること
で、金属炭窒化物膜104a上に原子層106aが形成される。原子層106aは部分的に分解したア
ルミニウム前駆体を有する。一例では、アルミニウム前駆体はトリメチルアルミニウム(A
lMe3,Al(CH3)3,TMA)を有し、かつ、原子層106aはAlMexを含みうることが予想される。
【００２０】
　本発明の実施例によると、アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極108aの
形成中、基板100は、金属炭窒化物前駆体の熱分解温度よりも高く、かつアルミニウム前
駆体の熱分解温度よりも低い温度に維持される。これにより、金属炭窒化物膜104aの熱化
学気相成長(CVD)が可能となる。ここで金属炭窒化物膜104aの厚さは、金属炭窒化物前駆
体の曝露時間の長さに比例する。逆に、一旦1原子層以下のアルミニウム前駆体の原子層1
06aの自己制限飽和が金属炭窒化物膜104a上で実現されると、アルミニウム前駆体への金
属炭窒化物膜104aの曝露は曝露時間長に依存しなくなる。金属炭窒化物前駆体とアルミニ
ウム前駆体の熱分解温度は、それぞれ図4及び図5に図示されているように実験によって決
定することができる。
【００２１】
　金属炭窒化物前駆体とアルミニウム前駆体への交互の曝露は任意の回数繰り返されて良
い。図1Cは、金属炭窒化物前駆体とアルミニウム前駆体への交互の曝露を合計でn回実行
した後のアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極108nを概略的に図示してい
る。各交互の曝露では、金属炭窒化物膜104a,104b,104c…104n及び原子層106a,106b,106c
…106nが形成される。本発明の一の実施例によると、アルミニウムがドープされた金属炭
窒化物ゲート電極108nは、2～40の金属炭窒化物膜又は5～20の金属炭窒化物膜を有して良
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い。アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極108n中のアルミニウムの量は、
各金属炭窒化物膜104a,104b,104c…104nの厚さを制御することによって選ばれて良い。ア
ルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極108nは、さらに金属炭窒化物膜とアル
ミニウムとを相互に混合させて、所望の電気特性及び材料特性を備えたアモルファスのア
ルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極108nを形成するため、アニーリングさ
れて良い。一例では、アルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極108nは、300
℃～500℃の温度でアニーリングされて良い。
【００２２】
　本発明の一の実施例によると、アルミニウムの量は、アルミニウムがドープされた金属
炭窒化物ゲート電極108nの厚さを介して変化して良い。たとえばアルミニウムの量は、ア
ルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物ゲート電極108nの厚さを介して徐々に増加又
は減少して良い。一例では、アルミニウムの量は、各金属炭窒化物膜104a,104b,104c,…1
04nの厚さを順次減少させることによって、アルミニウムがドープされたタンタル炭窒化
物ゲート電極108nの厚さを介して徐々に減少して良い。一部の実施例では、アルミニウム
がドープされたタンタル炭窒化物ゲート電極108n中のアルミニウム濃度は、少なくとも5
原子%（実施例によっては少なくとも10,15,20,25,30,35,40,45又は少なくとも50原子%）
のアルミニウムであって良い。
【００２３】
　多数のタンタル及びチタンの炭窒化物前駆体が、タンタル炭窒化物膜及びチタン炭窒化
物膜の堆積に利用されて良い。タンタル炭窒化物前駆体は、Ta、C、及びNを有して良い。
しかし追加の窒素源気体（たとえばNH3）が、追加の窒素源として加えられて良い。”Ta-
N”分子内結合を有するタンタル炭窒化物前駆体の代表例には、Ta(NMe2)3(NCMe2Et)　(TA
IMATA),Ta(NEt2)5(PDEAT),Ta(NMe2)5(PDMAT),Ta(NEtMe)5(PEMAT),　(tBuN)Ta(NMe2)3(TBT
DMT),　(tBuN)Ta(NEt2)3(TBTDET),(tBuN)Ta(NEtMe)3　(TBTEMT),及び(iPrN)Ta(NEt2)3(IP
TDET)が含まれる。同様にチタン炭窒化物前駆体は、Ti、C、及びNを有して良い。しかし
追加の窒素源気体（たとえばNH3）が、追加の窒素源として加えられて良い。”Ti-N”分
子内結合を有するチタン炭窒化物前駆体の代表例には、Ti(NEt2)4(TDEAT),　Ti(NMeEt)4(
TEMAT),及びTi(NMe2)4(TDMAT)が含まれる。
【００２４】
　本発明の実施例は広範なアルミニウム前駆体を利用して良い。たとえば多くのアルミニ
ウム前駆体は、AlL1L2L3Dxで表される式を有する。ここで、L1,L2,L3はそれぞれ別個の陰
イオン性配位子で、Dは中性ドナー配位子で、xは0,1,又は2であって良い。配位子L1,L2,L
3の各々は、アルコキシド、ハロゲン化物、アリロキシド、アミド、シクロペンタジエニ
ル、アルキル、シリル、アミジナート、β-ジケトナート、ケトイミネート、シラノエー
ト、及びカルボキシレートの群から個別的に選ばれて良い。配位子Dは、エーテル、フラ
ン、ピリジン、ピロール、ピロリジン、アミン、クラウンエーテル、グリム、及びニトリ
ルからなる群から選ばれて良い。
【００２５】
　アルミニウムの他の例には、AlMe3,　AlEt3,　AIMe2H,　[Al(OsBu)3]4,　Al(CH3COCHCO
CH3)3,　AlCl3,　AlBr3,　AlI3,　Al(OiPr)3,　[Al(NMe2)3]2,　Al(iBu)2Cl,　Al(ZBu)3,
　Al(iBu)2H,　AlEt2Cl,　Et3Al2(OsBu)3,　Al(THD)3,　H3AlNMe3,　H3AlNEt3,　H3AlNMe

2Et,及び　H3AlMeEt2が含まれる。
【００２６】
　図2A-図2Dは、本発明の実施例による、処理チャンバ内において基板上にアルミニウム
がドープされたタンタル炭窒化物膜を堆積するための概略的な気体のフローチャートであ
る。各異なるフローチャートは、各異なる元素組成を有するアルミニウムがドープされた
タンタル炭窒化物膜又はアルミニウムがドープされたチタン炭窒化物膜を堆積するのに用
いられて良い。実施例を例示するのにTBTEMT、NH3、及びTMAが用いられている。しかし他
のタンタル又はチタンの炭窒化物前駆体、追加の窒素気体源、及びアルミニウム前駆体が
用いられても良い。図2Aは、[TBEEMT→TMA]堆積サイクルとして表記されているTBTEMT気
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体パルス202とTMA気体パルス204の交互曝露を概略的に図示している。図2A-図2Dには図示
されていないが、たとえばアルゴン(Ar)のようなパージガスが、処理チャンバの連続的な
パージ又は反応ガス－たとえばTBTEMT,TMA,又はNH3－の気体パルス間での処理チャンバの
パージに利用されて良い。
【００２７】
　図2Bは、TBTEMT気体パルス212とNH3気体パルス216の重なり曝露と、その後に続くTMA気
体パルス214を概略的に図示している。この曝露手順は、[(TBTEMT→NH3)→TMA]堆積サイ
クルとして表記されている。
【００２８】
　図2Cは、TBTEMT気体パルス222とNH3気体パルス226の重なり曝露と、その後に続く一連
のTMA気体パルス224と追加のNH3気体パルス226’を概略的に図示している。この曝露手順
は[(TBTEMT+NH3)→TMA→NH3]堆積サイクルとして表記される。気体パルス226’と226は別
の気体パルスとして図示されているが、気体パルス226’と226は一つのNH3気体パルスと
して結合されても良い。
【００２９】
　図2Dは、TBTEMT気体パルス232とNH3気体パルス236の重なり曝露と、その後に続く一連
の第2TBTEMT気体パルス232’’、　TMA気体パルス224、及び第3TBTEMT気体パルス232’を
概略的に図示している。この曝露手順は[(TBTEMT+NH3)→TBTEMT→TMA→TBTEMT]堆積サイ
クルとして表記される。気体パルス232’,232,及び232’’は別の気体パルスとして図示
されているが、気体パルス232’,232,及び232’’は一つのTBTEMT気体パルスとして結合
されても良い。
【００３０】
　図2A-図2Dでは、各異なる堆積サイクルは、アルミニウムがドープされたタンタル炭窒
化物ゲート電極が所望の厚さを有するまで任意の回数だけ繰り返されて良い。
【００３１】
　図3A-図3Dは、本発明の実施例によるアルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物ゲ
ート電極を含むゲート積層体の概略的断面図を示す。図3Aは、上に形成されたhigh-k膜30
2と、該high-k膜302上に形成されたアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極
304を有する基板300を概略的に図示している。アルミニウムがドープされた金属炭窒化物
ゲート電極304は、図2Aに図示された[TBTEMT→TMA]堆積サイクルを用いて形成される。図
3Bは、ハイブリッドのアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極320を図示し
ている。ハイブリッドのアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極320は、[TB
TEMT→TMA]堆積サイクルを用いてhigh-k膜302上に形成されたアルミニウムがドープされ
た金属炭窒化物ゲート電極320、及び、(TBTEMT+NH3)曝露を用いてアルミニウムがドープ
された金属炭窒化物ゲート電極320上に形成された金属炭窒化物膜310を有する。図3Cは他
のハイブリッドのアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極322を図示してい
る。他のハイブリッドのアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極322は、(TB
TEMT+NH3)曝露を用いてhigh-k膜302上に形成された金属炭窒化物膜310、及び、[TBTEMT→
TMA]堆積サイクルを用いて金属炭窒化物膜310上に形成されたアルミニウムがドープされ
た金属炭窒化物ゲート電極308を有する。図3Dは、さらに他のハイブリッドのアルミニウ
ムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極324を図示している。さらに他のハイブリッド
のアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極324は、図3Cに図示されたハイブ
リッドのアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極322と似ているが、(TBTEMT
+NH3)曝露を用いてアルミニウムがドープされた金属炭窒化物ゲート電極308上に形成され
た第2金属炭窒化物膜312をさらに有する。
【００３２】
　さらに図3A-3Dを参照すると、本発明の他の実施例によると、アルミニウムがドープさ
れた金属炭窒化物ゲート電極304と308は、図2Bに図示された[(TBTEMT+NH3)→TMA]堆積サ
イクル、図2Cに図示された[(TBTEMT+NH3)→TMA→NH3]堆積サイクル、又は図2Dに図示され
た[(TBTEMT+NH3)→TBTEMT→TMA→TBTEMT]堆積サイクルを用いて形成されて良い。
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【００３３】
　図4はTBEEMT前駆体を用いて基板上に堆積されたタンタル炭窒化物膜の実験データを図
示している。当該タンタル炭窒化物膜は、プラズマを用いることなく熱分解した。線401
は、TBTEMT気体パルスとNH3気体パルスの交互曝露を用いて堆積されたタンタル炭窒化物
膜の結果を示している。原子層堆積(ALD)のプロセスウインドウが約300℃未満に特定され
る。ここでは、TBTEMT気体パルスとNH3気体パルス各々の表面反応は飽和し、かつタンタ
ル炭窒化物膜の厚さは基板温度にほんのわずかしか依存しない。約300℃よりも高い温度
では、化学気相成長(CVD)領域が観測される。ここでは、TBTEMT気体曝露の結果、連続的
に膜が堆積され、かつ、膜の成長速度は基板温度に強く依存する。線402は、TBTEMT前駆
体気体を含むがNH3気体を含まない処理気体に連続的に曝露した場合についてのタンタル
炭窒化物膜の成長速度を、基板温度の関数として図示している。線403は、TBTEMT前駆体
気体とNH3気体を含む処理気体に連続的に曝露した場合についてのタンタル炭窒化物膜の
成長速度を、基板温度の関数として図示している。線402と403は、TBTEMT前駆体の熱分解
によるタンタル炭窒化物膜が、約13-15nm/分の供給速度に律速される成長速度によって、
約300℃よりも高い基板温度で形成されることを示している。
【００３４】
　図5は、アルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜のアルミニウム濃度の実験デ
ータを、基板温度の関数として図示している。アルミニウム含有量はX線蛍光(XRF)分光分
析によって測定された。図2Aの気体のフローチャートと図5の線501を参照すると、アルミ
ニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜が、32回の[TBTEMT→TMA]堆積サイクルを用い
て堆積された。図2Cの気体のフローチャートと図5の線502を参照すると、アルミニウムが
ドープされたタンタル炭窒化物膜が、32回の[(TBTEMT+NH3)→TMA→NH3]堆積サイクルを用
いて堆積された。線501と502では、堆積サイクルあたりのタンタル炭窒化物の平均厚さは
約0.4nmで、かつ各TMA気体パルスの間隔は3秒だった。線501と502は、約500℃未満でのTM
A曝露の結果、表面反応が飽和して、アルミニウムの原子層が形成されるが、約500℃より
も高温でのTMA曝露の結果、基板上でのTMAの自己熱分解が生じることを示している。
【００３５】
　図6は、アルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜のアルミニウム濃度の実験デ
ータを、TMAパルスの合計数の関数として示している。基板温度は450℃及び500℃で、各
アルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜の全厚さは約10nmだった。図6はまた、
各堆積サイクルにおいて堆積されるアルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜の厚
さをも図示している。アルミニウムの濃度は、XRF分光分析により測定され、かつ約4原子
%～約35原子%よりも大きな値だった。アルミニウムの濃度は、各堆積サイクルにおいて堆
積される様々なタンタル炭窒化物膜の厚さを選択することによって変化させた。たとえば
、[(TBTEMT+NH3)→TMA]堆積サイクル、[(TBTEMT+NH3)→TMA→NH3]堆積サイクル、及び[(T
BTEMT+NH3)→TBTEMT→TMA→TBTEMT]堆積サイクルの結果、合計で5回のTMA気体パルスを用
いたときには約8原子%となり、かつ合計で10回のTMA気体パルスを用いたときには約15原
子%となる。他の例では、[TBTEMT→TMA]堆積サイクルの結果、合計で5回のTMA気体パルス
を用いたときには約4原子%となり、かつ合計で10回のTMA気体パルスを用いたときには約7
原子%となる。よってTBTEMT気体とNH3気体を共に曝露したときのアルミニウムの濃度は、
NH3気体なしでTBTEMT気体を曝露したときと比較して約2倍であった。まとめると、アルミ
ニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜のアルミニウム濃度は、各サイクルにおいて堆
積されるタンタル炭窒化物の厚さの調節、並びに、TBTEMT気体とNH3気体の両方への曝露
によって広範囲にわたって調節することができる。
【００３６】
　図7は、タンタル炭窒化物とアルミニウムがドープされたタンタル炭窒化物膜の組成を
、プロセス条件の関数として示している。TBTEMTタンタル前駆体とTMAアルミニウム前駆
体が用いられた。実験データは、基板表面上に吸着したTMA前駆体からのメチル基の脱離
が減少することで、AlTaCN膜が、TaCN膜よりも高いCの濃度を有することを示している。
さらに[(TBTEMT+NH3)]堆積サイクルの結果、NH3と吸着したTMA前駆体との反応からAlNが
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生成されるため、[TBTEMT]曝露と比較して、膜中のNの濃度が増大してCの濃度が減少した
。膜の堆積後での大気曝露が行われたので、酸素が膜へ入り込んだ。
【００３７】
　図8は、本発明の実施例による、アルミニウムがドープされた金属炭窒化物膜を作製す
る処理システムの概略図を示している。当業者がすぐ理解するように、処理システム1は
、熱CVDを含む様々な堆積システムを実行するのに利用されて良い。処理システム1は基板
ホルダ20を有する処理チャンバ10を有する。基板ホルダ20は、上にアルミニウムがドープ
されたタンタル炭窒化物膜が形成される基板25を支持するように備えられている。処理チ
ャンバ10はさらに、第1処理材料供給システム40、第2処理材料供給システム42、第3処理
材料供給システム44、及びパージガスシステム46と結合する上部集合体30（たとえばシャ
ワーヘッド）を有する。それに加えて処理システム1は、基板ホルダ20と結合して基板25
の温度の昇温及び制御を行うように備えられた基板温度制御システムを有する。
【００３８】
　処理システム1は、200mm基板、300mm基板、又はより大きなサイズの基板を処理するよ
うに備えられて良い。実際、当業者には明らかなように、当該処理システム1は、基板、
ウエハ、フラットパネルディスプレイをそのサイズに関係なく処理するように備えられて
良いと考えられる。従って本発明の態様は半導体基板の処理に関連して説明されているが
、本発明は半導体基板の処理のみに限定されるわけではない。
【００３９】
　第1処理材料供給システム40、第2処理材料供給システム42、及び第3処理材料供給シス
テム44は、第1処理材料、第2処理材料、及び第3処理材料を、交互又は同時に処理チャン
バ10へ導入するように備えられている。第1処理材料、第2処理材料、及び第3処理材料の
交互の導入は循環型であって良い。あるいは第1処理材料、第2処理材料、及び第3処理材
料の交互の導入は、第1処理材料、第2処理材料、及び第3処理材料の導入の間に時間間隔
が設けられた非循環型であっても良い。第1処理材料は、タンタル炭窒化物前駆体及び/又
はチタン炭窒化物前駆体を有して良い。たとえば、タンタル炭窒化物前駆体又はチタン炭
窒化物前駆体は、固相、液相、又は気相を起源として良い。またタンタル炭窒化物前駆体
又はチタン炭窒化物前駆体は、キャリア気体（たとえば希ガス又はN2）の利用の有無にか
かわらず気相で処理チャンバ10へ供給されて良い。第2処理材料はたとえば追加の窒素気
体源を有して良い。第2処理材料はキャリア気体の利用の有無にかかわらず処理チャンバ1
0へ供給されて良い。第2処理材料は、NH3、NH(CH3)2、N2H4、若しくはN2H3CH3、又はこれ
らの混合物を有して良い。第3処理材料供給システム44は、アルミニウム前駆体を含む第3
処理材料を導入するように備えられて良い。タンタル炭窒化物前駆体、チタン炭窒化物前
駆体、及びアルミニウム炭窒化物前駆体の例は上述した。
【００４０】
　それに加えて、パージガス供給システム46は、処理チャンバ10へパージガスを導入する
ように備えられて良い。たとえばパージガスの導入は、処理チャンバ10への第1処理材料
の導入と第2処理材料の導入の間に行われるか、又は第2処理材料の導入後に行われて良い
。パージガスはたとえば、希ガス（つまりHe、Ne、Ar、Kr、Xe）のような不活性ガス、N2
又はH2を有して良い。
【００４１】
　さらに図8を参照すると、処理システム1は基板温度制御システム60を有する。基板温度
制御システム60は、基板ホルダ20と結合して基板25の温度を昇降させるように備えられて
いる。基板温度制御システム60は温度制御素子を有する。温度制御素子にはたとえば、基
板ホルダ20から熱を受け取り、かつ熱を熱交換システム（図示されていない）へ輸送する
か又は加熱するときには熱交換システムから熱を輸送する再循環冷却流が含まれる。それ
に加えて温度制御素子は加熱/冷却素子-たとえば抵抗加熱素子又は熱電ヒーター/クーラ
ーのような-を有して良い。加熱/冷却素子は、基板ホルダ20内だけではなく、処理チャン
バ10のチャンバ壁又は当該処理システム1内部の他の構成要素内に含まれても良い。
【００４２】
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　基板25と基板ホルダ20との間の熱伝達を改善するため、基板ホルダ20は、基板25を基板
ホルダ20の上面に固定するため、機械固定システム又は電気固定システム-たとえば静電
固定システム-を有して良い。さらに基板ホルダ20は、基板25と基板ホルダ20との間の熱
伝導を改善するため、基板25の背面に気体を導入するように備えられている基板背面気体
供給システムをさらに有して良い。係るシステムは、基板温度を昇温又は降温させるよう
に制御する必要があるときに利用されて良い。たとえば基板背面気体供給システムは2領
域気体分配システムを有して良い。ヘリウムガスギャップ圧は、基板25の中心部と端部と
の間で独立に変化して良い。
 
　さらに処理チャンバ10はさらに、ダクト38を介して、真空排気システム34とバルブ36を
有する圧力制御システム32と結合する。圧力制御システム32は、処理チャンバ10を、基板
25上での薄膜作製及び第1処理材料、第2処理材料、及び第3処理材料の使用に適した圧力
にまで制御可能なように排気するように備えられている。真空排気システム34は最大5000
リットル/秒（以上）の排気能力を有するターボ分子ポンプ(TMP)又はクライオポンプを有
して良い。バルブ36はチャンバ圧力を絞るゲートバルブを有して良い。しかもチャンバ圧
力を監視する装置（図示されていない）が処理チャンバ10と結合して良い。圧力測定装置
は絶対キャパシタンスマノメータであって良い。
【００４３】
　処理システム1は、任意の数の処理装置を設定するように用いることが可能な制御装置7
0を有する。制御装置70は、処理要素からのデータを収集、提供、処理、記憶、及び表示
して良い。制御装置70は、1つ以上の処理要素を制御する多数のアプリケーションを有し
て良い。たとえば制御装置70は、グラフィカルユーザーインターフェース(GUI)構成要素
（図示されていない）を有して良い。GUI構成要素は、ユーザーが1つ以上の処理要素を監
視及び/又は制御できるようになる使用が容易なインターフェースを供することができる
。
【００４４】
　制御装置70は、マイクロプロセッサ、メモリ、及びデジタルI/Oポートを有する。デジ
タルI/Oポートは、処理システム1からの出力を監視するのみならず、処理システム1への
入力をやり取りし、かつ起動させるのに十分な制御電圧を発生させる能力を有する。たと
えばメモリに記憶されたプログラムは、処理システム1の上記構成部品を、記憶されたプ
ロセスレシピに従って制御するのに利用されて良い。
【００４５】
　制御システム70は、メモリ内に格納されている1以上の命令に係る1以上のシーケンスを
実行するプロセッサに応答して、マイクロプロセッサに基づいた本発明の処理工程の一部
又は全部を実行する汎用コンピュータシステムとして実装されても良い。係る命令は、他
のコンピュータによる読み取りが可能な媒体-たとえばハードディスク又は取り外し可能
な媒体ドライブ-から制御装置のメモリへ読み込まれて良い。多重処理装置内の1つ以上の
プロセッサもまた、主メモリ内に格納された命令のシーケンスを実行する制御装置のマイ
クロプロセッサとして用いられても良い。代替実施例では、配線回路が、ソフトウエアの
代わりに又はそれと一緒に用いられて良い。
【００４６】
　制御装置70は、本発明の教示に従ってプログラミングされた命令を保持し、かつ本明細
書に記載されたデータ構造、テーブル、レコード又は他のデータを有する少なくとも1つ
のコンピュータによる読み取りが可能な媒体又はメモリを有する。コンピュータによる読
み取りが可能な媒体の例には、コンパクトディスク（たとえばCD-ROM）若しくは他の光学
式媒体、ハードディスク、フロッピーディスク、テープ、磁気光学ディスク、PROMs（EPR
OM、EEPROM、フラッシュEPROM）、DRAM、SRAM、SDRAM若しくは他の磁気媒体、パンチカー
ド、紙テープ若しくは穴のパターンを有する他の物理媒体、又は搬送波（後述）若しくは
コンピュータによる読み取りが可能な他の媒体がある。
【００４７】
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　制御装置70を制御し、装置を駆動し、及び/又は制御装置が人間であるユーザーと相互
作用できるようにするソフトウエアは、コンピュータによる読み取りが可能な媒体（の結
合）に保存されて良い。係るソフトウエアには、装置のドライバ、OS、開発ツール、及び
アプリケーションが含まれて良いが、これらに限定されるわけではない。係るコンピュー
タによる読み取りが可能な媒体はさらに、上述の処理の一部（プロセスが分配される場合
）又は全部を実行するコンピュータプログラム製品をも含む。
【００４８】
　コンピュータコード装置は、如何なる解釈可能又は実行可能なコード機構であって良い
。コンピュータコード装置には、解釈可能なプログラム、ダイナミックリンクライブラリ
(DLLs)、Javaクラス、及び完全に実行可能なプログラムが含まれるが、これらに限定され
るわけではない。しかも処理のほとんどは、性能、信頼性、及び/又はコストを向上する
ために分配されて良い。
【００４９】
　本明細書で用いられている“コンピュータによる読み取りが可能な媒体”という語は、
実行するための制御装置70のプロセッサへ命令を供することに関与する媒体を意味する。
コンピュータによる読み取りが可能な媒体は如何なる形式を取っても良い。コンピュータ
による読み取りが可能な媒体には、不揮発性媒体及び透過性媒体が含まれるが、これらに
限定されるわけではない。不揮発性媒体にはたとえば、ハードディスクや取り外し可能な
媒体ドライブのような、光学ディスク、磁気ディスク、及び磁気光学ディスクが含まれる
。揮発性媒体には主メモリのようなダイナミックメモリが含まれる。しかも、実行用の制
御装置のプロセッサへ1つ以上の命令を含む1つ以上のシーケンスを実行する際には、様々
な形式のコンピュータによる読み取りが可能な媒体が含まれて良い。たとえば命令は最初
離れた位置にあるコンピュータの磁気ディスク上で実行されて良い。その離れた位置にあ
るコンピュータは、離れた場所から命令を読み取ってダイナミックメモリへ送り、ネット
ワークを介して命令をデータ制御装置70へ送る。
【００５０】
　制御装置70は、処理システム1に対して局所的に設置されても良いし、又はインターネ
ット又はイントラネットを介して処理システム1に対して離れた場所に設置されても良い
。よって制御装置70は、直接接続、イントラネット、インターネット及びワイヤレス接続
のうちの少なくとも1を用いることによって処理システム1とのデータのやり取りをして良
い。制御装置70は、たとえば顧客側（つまりデバイスメーカー等）のイントラネットと結
合して良いし、又はたとえば売り手側（つまり装置製造者等）のイントラネットと結合し
ても良い。さらに別なコンピュータ（つまり制御装置、サーバー等）が、たとえば制御装
置とアクセスすることで、直接接続、イントラネット及びインターネットのうちの少なく
とも1つを介してデータのやり取りをして良い。
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